
主要施策名：（３）行財政運営の効率化

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業
コード

事務事業 所管課

730-2 番号法関連事業 総務課

730-3 文書管理事業 総務課

730-5 弁護士相談事業 総務課

730-10 市民活動総合補償事業 総務課

730-21 収入の確保・適正化業務 財政課

730-29 住宅新築資金関係事業 人権啓発課

730-31 総合的計画推進事業 企画経営課

730-32 まち・ひと・しごと創生事業 企画経営課

730-33 過疎地域対策事業 企画経営課

730-35 ふるさと納税推進事業 地域振興課

730-40 建設工事検査業務 契約検査課

730-41 社会保障・税番号制度事業 市民課

730-42 コンビニエンス証明書交付事業 市民課

730-44 地籍管理事業 税務課

730-46 工事等設計及び監理委託並びに相談業務 営繕課

731-1 学校跡地活用事業 企画経営課

731-2 庁舎跡地等活用検討事業 企画経営課

731-3 重要施策進行調整事業 企画経営課

731-4 市有財産管理事業 管財課

731-5 市有財産利活用事業 管財課

731-6 公共施設等総合管理事業 管財課

731-7 横島墓地公苑管理事業 環境整備課

731-8 財産管理事業 岱明市民生活課

事務事業本数：35

⑦健全な行政運
営

（３）行財政運営
の効率化

（１）公共施設等の効
率的な管理運営



基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業
コード

事務事業 所管課

732-2 行財政運営の改善業務 財政課

732-5 市税徴収事業 税務課

733-1 行政協力事業 総務課

733-2 行政区運営事業 総務課

733-3 政策推進事業 秘書課

733-4 行政改革推進事業 企画経営課

733-5 行政評価事業 企画経営課

733-9 入札契約業務 契約検査課

733-10 財産管理事業 横島市民生活課

733-11 財産管理事業 天水市民生活課

735-2 人材育成事業 総務課

735-3 職員の任免及び定員管理事務 総務課

（２）持続可能な財政
運営

⑦健全な行政運
営

（３）行財政運営
の効率化

（３）効率的な行政経
営の推進

（５）職員の計画的人
事配置と育成
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≪基本情報≫

□

■

■ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 2,190 2,455 2,546

小　　　　計 0 2,190 2,455 2,546

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.40 0.47 0.47

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・特定個人情報保護評価の実施
・職員研修の実施
・マイナンバー担当者会議の開催

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 特定個人情報保護事務

② 番号法関係課調整事務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R2 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

職員

意図
（どのような状態にしたいか）

特定個人情報を取り扱う担当課間の情報共有及び職員の意識高揚を図ることにより、特定個人情報を適正に取り
扱う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

行政手続の効率化、簡素化のため、各種手続における特定個人情報（個人番号を含む個人情報）の利用が開始さ
れ、適正な取扱いが求められている。

法令、県･市条例等【 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 第３次玉名市行財政改革大綱 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 番号法関連事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 松永　太輔

事務事業コード 730-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインに沿った形で玉名市特定個人情報の取扱いに関
する管理規程を改正した。併せて、職員が適正な特定個人情報の取扱いができるよう、今後もeラーニ
ングによる研修及び担当者会議の開催を継続していく必要がある。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今年度は、課ごとの安全管理規程を策定するとともに、研修に関しても基本から実践的な内容まで行うことで職員がより適正
な安全管理措置を取った上でマイナンバー制度による市民サービスの提供ができるようにする。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

昨年度は特定個人情報の事務を取り扱う職員に対しeラーニングによる研修を行い、担当者会議も前年度を上回る回数開催
することができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 109.09% （↑）

2,546

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 12 11 11

R04年度予算

対象（ 職員研修の受講者数 0 184 221 228

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 2,190 2,455

4 5 6番号法関係課調整事務
マイナンバー担当者会議を開催し、マイナン
バー関係課に係る特定個人情報取扱事務の
情報共有及びその調整を図る。

会議開催回数 回 ＿

R02実績 R03実績 R04計画

特定個人情報保護事務
国のガイドライン及び玉名市特定個人情報の
取扱いに関する管理規程に基づき、事務に係
る職員に対して研修を行う。

研修受講者数 人 ＿ 184 221 228

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 957 1,040 1,507 1,608

小　　　　計 821 986 1,358 1,409

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.18 0.26 0.26

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 136 54 149 199 0

一般財源 136 54 149 199

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・公文書の適切な管理
・追録の整備
・公文書の仕分け及び配布 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 文書管理業務

② 図書法規整理業務

③ 公文書受領・配布業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各課

意図
（どのような状態にしたいか）

公文書を仕分けし、簿冊や保存年限を整理することで、適切な文書の永久保存、廃棄の管理を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

住民等からの情報公開請求に迅速に対応するため、また事務の円滑な処理を行うために公文書を適切に管理する
必要がある。

法令、県･市条例等【 玉名市文書規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 文書管理事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 小﨑　稔

事務事業コード 730-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
事務の円滑な処理並びに情報公開請求及び個人情報開示請求への迅速な対応に資するため、本事
業は継続の必要がある。が、将来的に慢性的な文書保管場所不足の問題等の検討も必要である。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

文書管理業務の一環として、事務効率化及び個人情報保護の点から溶解処理導入の可否を検討する。また、継続して文書倉
庫の保管場所の調整を行うことで、保管場所の拡張を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

文書保管場所について、旧情報管理課の文書倉庫の保管場所の調整を行い、使われていなかった棚を他部署に充当し保管
場所の拡充を図った。また、文書管理システムの導入について、業者からシステムや機器の説明を受けた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

94.87% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 92.00% （↓） 67.57% （↓）

1,608

対象１単位あたりのコスト（千円） 23 25 37 39

R04年度予算

対象（ 各課 42 41 41 41

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 957 1,040 1,507

11 6 6

公文書受領・配布業務 公文書の仕分け及び配布
特定郵便物仕分け件
数

件 5252 5529 4915 4915

図書法規整理業務 追録整備 追録回数 回 12

R02実績 R03実績 R04計画

文書管理業務 公文書の適切な管理 簿冊整理回数 回 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 649 649 646 648

小　　　　計 55 55 52 54

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.01 0.01 0.01 0.01

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 594 594 594 594 0

一般財源 594 594 594 594

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・顧問弁護士への相談により、関係法令に照らし合わせた問題解決に
向けた適切な助言や指導などを受ける。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 弁護士相談業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

職員、各種法令が関係する行政上の諸問題

意図
（どのような状態にしたいか）

顧問弁護士に相談することで、行政問題の解決を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

事業を実施していくに当たって生じる様々な法的問題について、弁護士による専門的な助言が必要となる場合があ
る。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 弁護士相談事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 内村　敏弘

事務事業コード 730-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
市民ニーズの多様化、複雑化、高度化及び市民の権利救済制度の拡充に伴い、問題解決に当たって
の法的、専門的な知識が求められる機会が増加している。これらの問題に適切かつ迅速に対応するた
めにも、本事業は必要である。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

特になし。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特に問題がないことから、現状のまま維持する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

99.23% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 81.94% （↓） 55.81% （↓）

648

対象１単位あたりのコスト（千円） 59 72 129 130

R04年度予算

対象（ 職員、各種法令が関係する行政上の諸問題 11 9 5 5

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 649 649 646

R02実績 R03実績 R04計画

弁護士相談業務
顧問弁護士への相談により問
題解決を図る。

相談件数 件 11 9 5 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 9 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,265 649 1,216 2,213

小　　　　計 548 98 783 813

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.00 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.05 0.00 0.00

0

小　　　　計 717 551 433 1,400 0

一般財源 717 551 433 1,400

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

市が市民及び市内で活動する者を対象とした市民活動総合賠償補償
保険
・賠償責任保険（対人）
　一名につき6,000万円、一事故につき2億円
・補償保険
　死亡：600万円、入院：1日につき3,000円、通院：1日につき2,000円

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 市民活動総合補償制度業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H18 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、市民活動

意図
（どのような状態にしたいか）

市が市民活動総合賠償補償保険に加入することで、積極的な市民活動の支援を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市民が積極的に市民活動に参加できるような環境を整備する必要がある。

法令、県･市条例等【 市民活動総合補償制度要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 市民活動総合補償事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 野田　希

事務事業コード 730-10 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
万が一の事故に備えて全市民を対象として加入している市民活動総合補償保険は、市民に安心感を
与え、市民活動への参加の促進に大いに役立つため、今後も本事業を継続して実施していく必要があ
る。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も引き続き事業を継続し、市民活動の支援を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度より市民活動数が増えたため、申請件数も増加した。また、昨年度に引き続き広報、ホームページでの周知を行っ
たことにより、市民への制度の認知度がさらに向上している。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 補償率 承認件数/申請件数×100 ％

100

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

2,213

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,265 649 1,216

R02実績 R03実績 R04計画

市民活動総合補償制度業
務

市民を対象とした市民活動総
合補償保険

補償件数（事故申請件
数）

件 6 3 5 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 274 274 104 813

小　　　　計 274 274 104 813

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.05 0.02 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・使用料・手数料の適正化⇒、行政コストを上回るものの見直しを行
い、公平性を確保する。特に合併前の旧１市3町間で利用料金等に格
差があるものの見直しを行う。
・広告料導入⇒広報紙、市HP、公共施設など、市が保有する資産を活
用し、歳入の確保と歳出の削減を図る。
・広告入り公用封筒の導入⇒各部署において広告入り封筒の利用が
可能な場合に優先的に利用し、消耗品費、印刷製本費の削減を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 使用料・手数料の見直し業務

② 広告料導入に関する業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

予算

意図
（どのような状態にしたいか）

新たな自主財源の確保や受益者負担の適正化を行い、財政運営の適正化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

人口減少社会において、社会保障費関係の自然増や公債費が高い水準で推移する中、老朽化した公共施設等の
更新や集約化は今後も進めなければならない。一方、歳入においても普通交付税に加算されていた合併算定替が
令和2年度で終了するため、今後大規模な財源不足が見込まれる。

法令、県･市条例等【 地方自治法、地方税法の一部を改正する法律など 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 収入の確保・適正化業務
所管課 財政課

作成者（担当者） 永田　哲朗

事務事業コード 730-21 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
公共施設の使用料について、令和4年度は施設毎のコスト計算、用途に応じた施設の分類、令和5年度
中に使用料設定の指針を作成し、適正化を図る。

評価責任者

宮本　圭一郎

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

証明書等の手数料は、近隣市町の状況確認及びコンビニ発行導入を契機にR2年度に価格変更を行っており、しばらくは現状
を維持する。
使用料については、各施設の使用料設定の指針を作成し、料金の適正化を進めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

公共施設の使用料の適正化については、R4年度に地方公会計（固定資産台帳）を活用したフルコスト分析及び公共性、市場
性による施設分類を行い、R5年度までに使用料設定の指針を作成予定である。
広告収入については、業務の実情を踏まえ、広報誌の広告掲載欄の設定の可否についてR4年度中に協議する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1367 1247 1247

1367 1277 1307
1 自主財源確保額

広告導入に伴う支出不要となった額+
広告バナー料

千円
1357

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

813

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 274 274 104

3 3 3広告料導入に関する業務 市広告媒体への広告掲載
市媒体への広告掲載
件数

回 3

R02実績 R03実績 R04計画

使用料・手数料の見直し業
務

使用料・手数料見直しについての
周知および庁内会議の開催

周知・開催回数 回 3 1 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 8 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 2,449 2,329 3,948 4,301

小　　　　計 1,917 2,026 3,865 4,009

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.37 0.74 0.74

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 532 303 83 292 0

一般財源 205 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 218 202 55 195 0

県支出金 109 101 28 97 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

貸付事業は終了し、徴収事務のみとなっている。
現年分の徴収に関しては、償還表に沿って毎年1回の納入をいただく。
滞納者は、個々のケースに応じ、訪問徴収や振込納付を行っており、
未払いの滞納者については、法的措置を視野に入れている。また、債
権・償還・収納管理を適切に実施する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 住宅新築資金等貸付金滞納整理事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

住宅新築等資金の貸付が必要な方

意図
（どのような状態にしたいか）

住宅の新築・改築・土地取得についての必要な資金の貸付をし、地域環境の整備を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

歴史的社会的理由により、生活環境等の安定向上が阻害されている方や地域が存在するため。

法令、県･市条例等【 熊本県住宅新築資金等貸付助成事業費補助金交付要項 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 住宅新築資金関係事業
所管課 人権啓発課

作成者（担当者） 田上　和佐

事務事業コード 730-29 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
債務者一人ひとりの状況を把握し、一人ひとりの実情に沿った方法で早期完納に向けた交渉を実施す
る。

評価責任者

濱治　裕子

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

償還中の滞納者に関しては、債権回収を継続して行い、早期完納に向けた交渉を行う。
償還停止中の滞納者については、再開に向けた交渉を行う。
現況不明の滞納者については、必要な各種調査を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

市の貸付事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

R3年度は、完納4名の成果をあげることができた。
一方、債務者及び連帯保証人の死亡により、2名分の不能欠損処分を行った。債務者の高齢化により、年々回収が難しくなっ
ていくため、残金の回収を早急に進める必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
目標値は、過去3ヵ年分の償還実績額の平均値を算出し設定しているが、R2年度は例年に比べ償還額が大きかったことにより、R3
年度の目標値が高くなってしまったため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

4330000 5507000 5946000

4109364 6797436 5042492
2 償還額 単年度における償還額 円

5052000

90.3 91.0 91.4

90.22 90.68 91.01
1 貸付金徴収率

貸付総額から年度末まで償還された額
の割合（償還率）

％
90.2

83.11% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 98.36% （↓） 49.59% （↓）

4,301

対象１単位あたりのコスト（千円） 60 61 123 148

R04年度予算

対象（ 住宅新築等資金の貸付が必要な人 41 38 32 29

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 2,449 2,329 3,948

R02実績 R03実績 R04計画

住宅新築資金等貸付金滞
納整理事業

滞納者の個々の整理 滞納者人数 人 41 38 32 29

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,343 5,191 15,880 542

小　　　　計 1,314 4,381 6,336 542

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.24 0.80 1.21 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.01 0.00

0

小　　　　計 29 810 9,544 0 0

一般財源 0 767 9,468 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 29 43 76 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・基本計画などによって方向付けられた施策を効率よく実行していくた
めの具体的な内容や手段を示すものとして3年間のローリング方式で
実施計画を策定する。
・第2次玉名市総合計画前期基本計画に掲載している事業における進
捗状況を自己評価し公表する。
・玉名市の重要施策を審議するため企画審議会を開催する。
・適正かつ合理的な土地利用の確保を図るため一定面積以上の土地
の取引をしたときは土地売買等届出書の提出を求める。
・国、県及び関係課と連絡調整し関係事務事業を取りまとめ社会資本
総合整備計画等を作成する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 第2次総合計画後期基本計画策定業務

② 総合計画実施計画策定事業

③ 総合計画進捗管理業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施策、事務事業

意図
（どのような状態にしたいか）

市政の総合的、計画的な行政運営を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

厳しい財政状況や市民ニーズの高度化、多様化など市を取り巻く環境変化を前提にして、中長期的な視点により自
らの置かれた現状や今後の動向を踏まえた上で、それらに柔軟に対応しうる市政の計画的かつ効率的な執行を
図っていく必要がある。

法令、県･市条例等【 国土利用計画法、玉名市総合計画策定に関する規程、玉名市企画審議会規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 総合的計画推進事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 徳永信太

事務事業コード 730-31 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

■

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

短い期間であったが、第2次玉名市後期基本計画の策定については、情勢の変化に伴う基本構想の変
更も含め策定を完了することができたが、本計画に基づいた施策や事業の着実かつ有効な実行がで
きるよう、“推進”に力点を置いた取組が必要となるため、担当部署の負担感を考慮しながら、進化して
いきたい。

評価責任者

石貫誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

中長期的な視点に立ち市政の計画的かつ効率的な執行を図っていくために重要な事業であり、令和4年から令和8年度までの
第2次玉名市総合計画後期計画に基づいた施策の推進を現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

設定になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

第2次玉名市総合計画後期計画の基本計画案の作成にあたっては、市民3,000人を対象とした市民意識調査を実施し、その
意見を取り入れつつ、玉名市総合策定審議会で審議を行った。玉名市総合策定審議会の答申を得て、令和4年3月に第2次玉
名市総合計画後期計画を策定した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
a

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 付議すべき案件が無かったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

3 3 3

2 5 2
1 企画審議会での審議本数 企画審議会に付議された件数 本

3

3200.00% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 26.92% （↓） 32.50% （↓）

542

対象１単位あたりのコスト（千円） 14 52 160 5

R04年度予算

対象（ 施策区分本数 99 99 99 99

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,343 5,191 15,880

1 1 1

総合計画進捗管理業務
玉名市の重要施策を審議するため
企画審議会を開催する。

開催回数 回 1 3 2 2

総合計画実施計画策定事
業

進捗状況を取りまとめホーム
ページに掲載する。

市HP掲載回数 回 1

R02実績 R03実績 R04計画

第2次総合計画後期基本
計画策定業務

実施計画調書の評価、検討を行い
実施計画を策定する。

掲載施策区分数 本 99 99 99 99

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 20

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 7,764 4,065 3,656 3,907

小　　　　計 7,393 3,911 3,552 3,684

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.35 0.70 0.68 0.68

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.04 0.00 0.00

0

小　　　　計 371 154 104 223 0

一般財源 371 154 104 223

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・地方創生推進に向け、玉名市まち・ひと・しごと創生推進本部、玉名
市総合戦略審議会を開催する。
・「玉名市人口ビジョン」を踏まえ、令和2年度から令和6年度までの5か
年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「第2期玉名
市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の進捗管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① まち・ひと・しごと創生推進本部開催事業

② 総合戦略審議会開催事業

③ 地域再生計画策定事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H26 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市（まち）、市民（ひと）、しごと

意図
（どのような状態にしたいか）

「しごとの創生」・「ひとの創生」・「まちの創生」により、人口の減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって住みよ
い環境を確保し、活力ある地域社会を維持していく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

今後、加速度的に進むと予想されている人口減少は、このまま進むと2050年には、現在の居住地域のうち6割以上
の地域で人口が半分以下に減少し、2割の地域では無居住化すると推計されている。また、人口減少によって経済
規模が縮小し、経済社会に対しても大きな重荷となることが予想されている。

法令、県･市条例等【 まち・ひと・しごと創生法、地域再生法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 まち・ひと・しごと創生長期ビジョン 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 まち・ひと・しごと創生事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 宮川隼太

事務事業コード 730-32 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
天水地区の一部過疎指定に伴い、市の地方創生に基づく取組が重要性を増していることをしっかりと
認識し、総合戦略に基づく事業の着実な取組と創意工夫による新たな事業の創出を行うことが必要だ
と考える。

評価責任者

石貫誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

本市の地方創生に向けた事業を着実に実行するため、総合戦略に掲載した事業のKPI達成状況を所管課と共有し、併せて企
業版ふるさと納税を推進し、貴重な自主財源を確保する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

第2期の総合戦略の検証を行い、その結果を所管課と共有した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が事業の実施に影響を及ぼした。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

8 21 60

16 15 12
1 KPI達成率 重要業績評価指標（KPI）達成の割合 ％

41

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

3,907

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 7,764 4,065 3,656

3 2 3

地域再生計画策定事業
総合戦略に掲載した施策の検
証・見直しを行う。

見直した施策数 回 4 3 0 3

総合戦略審議会開催事業
玉名市総合戦略審議会を開催
する。

開催回数 施策 4

R02実績 R03実績 R04計画

まち・ひと・しごと創生推進
本部開催事業

まち・ひと・しごと創生推進本部
を開催する。

開催回数 回 1 0 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 29

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 0 1,480 3,779

小　　　　計 0 0 992 1,029

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.19 0.19

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 488 2,750 0

一般財源 0 0 488 2,750

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
過疎地域の総合的かつ計画的な対策を実施するため、過疎地域の持
続的発展を支援するための計画に基づき、財政支援措置を活用しなが
ら、過疎地域の持続可能な地域社会の形成を目指した取組を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 過疎地域持続的発展市町村計画策定業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R3 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

過疎指定により受けられる財政支援等を活用し地域の活性化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法における、市町村合併した地域の特例として旧市町村単位で指
定される「一部過疎」に、玉名市（旧天水町）が指定された。（令和4年4月1日付）

法令、県･市条例等【 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 過疎地域対策事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 西村智之

事務事業コード 730-33 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
短期間での人口のＶ字回復は現実的に難しいが、新たな事業の積極的に実施するなどで、天水地域
の住民が「住みやすくなった」という実感を得られるようにすべきであり、そのためにも、関係部署に対
する働きかけ、市政に対する住民の積極的な参画など旗振り役を務めることが重要。

評価責任者

石貫誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

過疎地域からの早期脱却に向けて、令和4年から令和7年度までの玉名市持続的発展計画に基づいた施策の推進を現状のま
ま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回のふりかえりはしていない。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

5580 5512

5753
1 天水地域の人口総数 年度末における人口の増減数 人

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

3,779

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 1

R04年度予算

対象（ 天水地域の住民 6068 5977 5863 5753

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 1,480

R02実績 R03実績 R04計画

過疎地域持続的発展市町
村計画策定業務

住民の意見を取り入れながら
計画を策定する。

住民説明会の開催回
数

回 ー ー 0 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 13 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 273,126 491,138 715,119 890,917

小　　　　計 4,928 5,202 4,440 4,605

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 0.95 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 268,198 485,936 710,679 886,312 0

一般財源 268,198 485,936 710,679 886,312

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
寄附者からの寄附の受付や問い合わせ対応、返礼品の受発注や新規
開拓、受領書の発送、ワンストップ特例申請の受付および居住する自
治体への通知。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① ふるさと納税業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H20 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

ふるさと納税により本市へ寄附をされた方

意図
（どのような状態にしたいか）

寄附金額の増収、本市の知名度向上及び地域経済の活性化を図りたい。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

「生まれ故郷」や「かつて住んでいた、訪れたことがあるゆかりの地」である玉名市を応援する方から広く寄附金を募集し、これを財
源として各種事業を実施している。平成28年度からふるさと納税業務の一部を委託し本市への寄附は年々増加しているが、ふるさ
と納税制度の全国的な浸透により、市民による他自治体へのふるさと納税による住民税の税額控除も増加し財政を圧迫している。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 ふるさと納税推進事業
所管課 地域振興課

作成者（担当者） 早稲田　宗一朗

事務事業コード 730-35 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□

■

■

□

■

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

令和3年度のふるさと納税については、前年度にポータルサイトを拡充したこともあり、11億1,796万円と
なった。（前年比27％増）また、アサリの産地偽装による県産品に対する信頼回復のため、返礼品につ
いても産地証明の提出を義務化。これまで同様、寄附額の増加だけに主眼を置くのではなく、制度の
ルールを遵守しながらも、寄附者の満足度の向上、寄附リピーターの増加、返礼品事業者の事業所得
拡大・販路拡大も目指す。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も寄附だけの関係で終わらせないことを念頭に、ふるさと納税を通じた、本市ファン作り、関係人口の構築に注力する。
また、ふるさと納税に関する勉強会やワークショップを開催し、ふるさと納税返礼品の磨き上げを行う。
引き続き、委託業務内容の検討を行い、事務の効率化を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

寄附事業であり、馴染まない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

銀座熊本館にてイベントを開催し、特産品のPRやリピーターの確保と併せて、関係人口構築に取り組んだ。
返礼品事業者については、積極的に開拓を進め、寄附額増加に繋がっている。
また、ワンストップ特例制度に関する事務を委託し、事務の効率化を図ることができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

200,000 300,000 400000

148,873 357,678 358003
2 純利益

年度中の寄附額－経費－市民の他自治体へのふるさと納
税に伴う市民税の税額控除額 千円

18,000

610,000 1,000,000 1300000

440,506 877,394 1117961
1 寄附額 年度中の寄附額 千円

110,000

90.00% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 88.89% （↓）

890,917

対象１単位あたりのコスト（千円） 8 8 9 10

R04年度予算

対象（ 寄附件数（件） 35295 60411 80043 90000

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 273,126 491,138 715,119

R02実績 R03実績 R04計画

ふるさと納税業務 寄付件数 寄付件数 回 35,295 60,411 80043 90000

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 99 項 17 目 0 0

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 5,914 5,914 5,641 5,851

小　　　　計 5,914 5,914 5,641 5,851

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.08 1.08 1.08 1.08

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
工事の完了に伴い、適正に施行されているのか検査を行い、粗雑工
事、管理不十分な点について指摘し、工事の品質を確保するとともに
工事ごとに技術評価点を付している。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 建設工事検査業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

工事請負業者

意図
（どのような状態にしたいか）

安全かつ適正な施工を促すことにより、工事品質の確保につながる技術力の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

利益追求に伴う手抜き工事、協議や指示のない一方的な出来型による設計変更が行われていないか確認するなど
して、安全かつ適正な施工を行わせ、工事の品質を確保する必要がある。

法令、県･市条例等【 工事検査規程、補助工事検査規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 建設工事検査業務
所管課 契約検査課

作成者（担当者） 井本　大也

事務事業コード 730-40 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 今後も正確で適正な工事検査を行っていく。
評価責任者

前田　弘信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も適正な検査が実施できるように国や民間主催の研修会に参加し工事検査のノウハウを強化し、的確、適正な検査が行
えるようにする。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和３年度も適正な工事検査が実施できた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

93.33% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.56% （↑） 92.86% （↓）

5,851

対象１単位あたりのコスト（千円） 40 39 42 45

R04年度予算

対象（ 検査件数 148 152 133 130

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 5,914 5,914 5,641

R02実績 R03実績 R04計画

建設工事検査業務
設計図書と施工状況との整合
性の確認

検査件数 件 148 152 133 130

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 3 目 1 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

■ □ □ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 19,888 45,433 43,023 34,359

小　　　　計 3,286 7,210 10,462 11,166

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.90 0.95 0.95

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,238

1.17 3.37 3.37

0

小　　　　計 16,602 38,223 32,561 23,193 0

一般財源 4,030 5,213 3,119 3,907

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 12,572 33,010 29,442 19,286 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
本庁市民課及び各支所市民生活課においてのマイナンバーカードの
交付や更新等の業務。また、付番した個人番号を住民票等に反映させ
発行する窓口業務。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 中間サーバ利用事業

② 個人番号カード関連業務

③ 住基システム改修事業（R３繰）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

国、県、市町村、地方公共団体等の機関及び住民票を有する住民

意図
（どのような状態にしたいか）

個人番号を住民票を有する住民の一人ひとりに付番（マイナンバー付番）し、このマイナンバーを国の機関や地方公共団体などが
基本的に社会保障、税、災害対策の３分野で活用することにより、スムーズな申告・申請等が可能となる。転職や住居異動しても
マイナンバーは変わらないため、年金納付期間抜け落ちなどのリスクがなくなるなどのメリットも期待できる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

現存する個人情報は各機関がそれぞれ管理していた。他の機関の情報を必要とする場合には、その都度情報のや
り取りを行うか、対象者に聞き取りを行うなど事務が繫雑化していた。

法令、県･市条例等【 社会保障・税番号制度 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 第3次玉名市行政改革大綱 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 社会保障・税番号制度事業
所管課 市民課

作成者（担当者） 松倉　司

事務事業コード 730-41 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

■ □ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

マイナンバーカードの普及においては自治体に裁量の余地はなく、今後も事業を継続し普及促進に努
める必要がある。しかしながら、普及が進めば進むほど本課の最も重要な戸籍住基情報の記録管理業
務に支障をきたすこととなり、業務の移管によるスリム化やマイナンバーカードに特化した部署の新設
が必要と考える。

評価責任者

古賀　祐一郎

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

マイナンバーカードの交付数は順調に伸びているが、国は全国民にカードの取得を促し、健康保険証や運転免許証などを廃
し、マイナンバーカードと一体化する計画であるが、そうなった場合、現在の人員、端末等の設備体制では対応することが到底
困難であり、機構改革を含め、早急に対応しなければならない。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

マイナンバーカードについては、引き続き制度周知を行い、普及促進を図るとともに、申請者のカードの取得に際し、交付機会
の拡充を図るため、休日窓口交付を開始した。
市民課の業務がひっ迫している状況を改善するためにマイナンバーカードに特化した部署を創設する必要があるが、今年度
から協議を進めており、早期の創設を目指す。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

13.1 30.0 45.7

9.9 21.1 33.5
1 マイナンバーカードの普及率 累計発行数／市民 ％

6.7

125.00% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 233.33% （↑） 120.00% （↑）

34,359

対象１単位あたりのコスト（千円） 14 6 5 4

R04年度予算

対象（ 個人番号カード交付数 1386 7190 8145 8000

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 19,888 45,433 43,023

7,190 8,145 8,000

住基システム改修事業（R
３繰）

個人番号カード関連業務 個人番号カード発行 交付数 枚 1,386

R02実績 R03実績 R04計画

中間サーバ利用事業
地方公共団体情報システム機構へ
のサーバー管理負担金

負担金 千円 6,421 6,189 4,163 3,101

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 3 目 1 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 28,017 12,793 11,945 11,198

小　　　　計 1,259 2,409 1,671 1,734

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.23 0.44 0.32 0.32

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 26,758 10,384 10,274 9,464 0

一般財源 26,758 10,384 10,274 9,464

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
マイナンバーカードを利用して全国のコンビニエンスストアのキヨスク端
末(マルチコピー機）を利用して各種証明書を発行する業務。利用には
マイナンバーカードの所有が必須となる。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① コンビニエンス証明書交付事業

②
コンビニエンスストア証明書交付業務に
伴うシステム改修事業

③
コンビニエンスストア証明書交付業務に
伴うコンビニ交付導入テスト

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R1 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

マイナンバーカードの所有者で玉名市に住所設定がある方。玉名市に本籍地がある方。

意図
（どのような状態にしたいか）

マイナンバーカードの所有者は市役所閉庁時でも全国のコンビニエンスストアを利用し、朝6:30～夜23:00まで住民票・印鑑証明
書・税証明、朝8：30～夕方17：15まで戸籍関係の発行が可能となり利便性の向上が図られる。市外住民の方に関してはお住まい
の地区のコンビニエンスストアにて戸籍謄・抄本の交付が可能となるため入手までの時間が大幅に短縮出来るようになる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市民課が発行する各種証明書は市役所開庁時間でなければ交付することが出来なかった。また、市外住民で玉名
市に本籍をお持ちの方は戸籍謄・抄本の請求を郵送で行われ入手するまで数日の時間を要していた。

法令、県･市条例等【 住民基本台帳法、戸籍法、地方税法、印鑑登録条例、社会保障・税番号制度 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 コンビニエンス証明書交付事業
所管課 市民課

作成者（担当者） 松倉　司

事務事業コード 730-42 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

本事業は費用対効果だけを考えれば本来継続は難しいとされるが、マイナンバーカードの普及におい
て重要な役割を担っていることや、市民の利便性の向上に重きを置くという観点から、先ずはこのまま
継続する。今後はカードの普及に伴う利用率の検証や、コスト削減に向けた利用システムの変更など
検討する。

評価責任者

古賀　祐一郎

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コンビニ交付サービスの利用促進に向けて有益な情報を継続的に市民に発信する。また、本サービスは、マイナンバーカード
の取得者のみが利用できるものであるため、カードの普及率を向上させることが急務である。本市におけるカードの普及率は
約３４％であり、現時点ではカードの普及率からして費用対効果を求めることは難しいが、相当数普及が図られた段階で利用
件数等を基に本事業を検証し、改めて是非を問う必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

コンビニ交付の利用促進についてはマイナンバーカードの普及が急務であり、カードの普及については順調に増加している。
導入して２年が経過し、マイナンバーカードも普及率と比例し利用件数も順調に増えている。導入後も市民に対して本サービス
の有益な情報を提供することが重要であり、広報誌やHPを通して周知活動を行った。また、コンビニでの証明書発行を円滑に
行うため、アプリケーションの保守管理を適正に行い、エラーや不具合発生時においては、迅速に対応し改善を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

*** 100 0

100 100 100
2

コンビニエンスストア証明書交付業務に伴
うシステム改修

コンビニ交付を開始したものと同様の環境を作り出し実際
に証明書発行を行う。（実店舗試験） ％

100

480 2,000 4,000

*** 1,447 3,186
1 コンビニ交付利用件数 コンビニ交付利用件数 件

***

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

11,198

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 玉名市民 65817 65189 65189 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 28,017 12,793 11,945

1 1 0

コンビニエンスストア証明書交付業務に
伴うコンビニ交付導入テスト

コンビニ交付証明書発行を行
う。 （実店舗試験）

実店舗試験 回 １ 6 5 5

コンビニエンスストア証明書交付業務に
伴うシステム改修事業

各種証明書を発行するための住
基・戸籍システムの改修事業

システム改修 回 １

R02実績 R03実績 R04計画

コンビニエンス証明書交付
事業

証明書コンビニ交付サービス（住
民票、印鑑登録証明書等）

コンビニ交付件数 件 *** 1,447 3,186 4,000

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 2 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 10,821 13,386 12,955 14,118

小　　　　計 7,119 7,119 8,144 8,496

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.30 1.30 1.40 1.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.51 0.51

0

小　　　　計 3,702 6,267 4,811 5,622 0

一般財源 3,702 5,765 4,351 5,172

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 502 460 450

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・土地に関する問い合わせや筆界確認等の対応、説明、現地調査。
・地籍更正、分合筆等の登記事務嘱託。
・土地情報システムの維持管理、分合筆等の土地異動データの更新、
地図訂正箇所の修正。
・紙媒体による公図データ（写し）の交付。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 地籍調査事業

② 地籍管理事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

【広義】地籍調査区域内（市内全域）の土地所有者
【狭義】地籍成果の利用者（公図交付者）
公共事業時にデータ利用される他、12課約100人にアカウントを付与しweb版が利用されている。

意図
（どのような状態にしたいか）

地籍調査成果の維持管理により、土地の所在・筆界等の情報を正確に把握し、最新の土地情報の共有化（利活用）
を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

地籍調査は、昭和26年制定の国土調査法に基づき実施され、土地の実態を調査・把握し、地籍の明確化を図ること
により、地権者への情報提供や土地に関する各種事業に利用することができるため。

法令、県･市条例等【 国土調査法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 地籍管理事業
所管課 税務課

作成者（担当者） 竹下　義輝

事務事業コード 730-44 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
地籍管理は土地の境界確認や地籍更正等において最新かつ正確な土地情報を有しておく必要があ
り、恒久的な土地課税客体であることからも市が直接管理、調査、内容把握を行う必要がある。また、
民間委託による地籍図修正など事務の適正・効率化も継続的に実施する必要がある。

評価責任者

冨安　崇

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地図販売は測量をはじめ市民のニーズに応じて実施しているものである。一部の地図情報をホームページ上で公開する動き
も見受けられるが、税務課が管理する航空写真、集成図（地番図）、一筆図形（座標図）は公開対象外であるため、現状どおり
窓口での対応を要する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 3.55

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

基準点の位置及び座標値を記載した図面を販売しており、基準点が現地に存在しないことがあり、窓口でのトラブル要因と
なっている。土地家屋調査士等に委託し、基準点の復元を行うことも可能だが、課内協議において「座標値はシステム管理し
ており、国土地理院が設置する三角点を用いてのGPS測量が主流であり、測量費を投じてまで図根点を復元する費用対効果
は低い。」と結論した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 土地情報に関する問い合わせ解決率 解決数／相談数 ％

100

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

14,118

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 64303 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 10,821 13,386 12,955

12 12 12地籍管理事業 土地情報データの更新月数
土地情報データの更
新月数

月 12

R02実績 R03実績 R04計画

地籍調査事業
土地情報に関する問い合わせ
の対応

窓口対応及び現地確認等におけ
るシステム利用件数 件 1663 1500 1456 1456

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 8 項 6 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 18,337 18,286 16,736 17,738

小　　　　計 18,071 18,071 16,714 17,338

人
件
費

職
員
の

職員人工数 3.30 3.30 3.20 3.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 266 215 22 400 0

一般財源 266 215 22 400

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
他課から建築工事に関して相談や設計・監理委託があった場合に、工
事内容の検討及び工事書類等を作成し監理を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 工事等設計及び監理委託業務並びに相談業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設主管課及び施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

一定の技術が必要な施設の建築及び修繕工事について、設計や監理等を担当することにより耐用年数の維持及び
安全性の向上、経費の削減等を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市が保有する施設について、効率的、効果的で良好な施設管理及び整備を行う必要がある。

法令、県･市条例等【 建築基準法等 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分

事務事業の名称 工事等設計及び監理委託並びに相談業務
所管課 営繕課

作成者（担当者） 井上　正樹

事務事業コード 730-46 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　 計画していた業務については、概ね計画通り対応できた。規模の大きい繰り越しとなる事業等につい
て、請負金額の変更を請求できるインフレスライド条項の運用の請求を検討されており、業務量が一部
増大している。これまで以上に所管課と連携を密にし、現状のまま継続する。

評価責任者

福島　修生

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

年度ごとの相談件数は安定しておらず緊急的に災害復旧事業等が追加されることもあり、ある程度の余裕を持ちながら計画
的に各業務を進めていきたい。また、主管課の準備不足・打ち合わせ時期の後回し等に起因する発注計画の変更や追加が発
生し対応に苦慮することがあるので注意を求めていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

概ね計画どおり発注を行った。一部の工事において単品スライド・インフレスライド条項の運用により業務量が急増している。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

100.37% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 68.09% （↓） 178.15% （↑）

17,738

対象１単位あたりのコスト（千円） 655 962 540 538

R04年度予算

対象（ 相談件数 28 19 31 33

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 18,337 18,286 16,736

R02実績 R03実績 R04計画

工事等設計及び監理委託業
務並びに相談業務

他課から建築工事に関して相談や設計・監理
委託があった場合に、工事内容の検討及び工
事書類等を作成し監理を行う。

相談件数 件 28 19 31 33

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 2,710 1,056 285 271

小　　　　計 2,628 986 261 271

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.48 0.18 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 82 70 24 0 0

一般財源 82 70 24 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
跡地施設の活用事業者をプロポーザルにより募集し、学校跡地の整理
を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 学校跡地活用事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 30 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

旧梅林小学校、旧月瀬小学校、旧小天東小学校

意図
（どのような状態にしたいか）

閉校となり活用方法が決まっていない跡地施設に関して、地元住民の意向を確認したうえで、プロポーザルによる跡
地施設の活用事業者を募集し、選定を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

学校規模適正化事業により、閉校となった学校跡地施設の活用方法を検討し、整理を行っていく必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 学校跡地活用事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 坂西　良太

事務事業コード 731-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
学校施設の特殊性により地域に配慮した手続きを教育総務課に協力して進め、跡地の利活用が地域
の振興に結び付くようにしなければならない。

評価責任者

石貫　誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

学校跡地については、残り２校（旧月瀬小学校、旧小天東小学校）であり、準備ができた段階で順に募集を行っていく。
担当課である教育総務課との連携を密に行い、地域の活性化に向けた事業者募集に引き続き取り組んでいく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

跡地活用の事業者選定を目的としているため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

旧梅林小学校跡地を対象にしたプロポーザルによる事業者募集については、引き続き企画経営課で行うこととなった。１社の
応募があったものの、選定には至らなかった。その後、企業誘致による旧梅林小学校跡地の利活用が決定したため、本事業
で募集を行わないこととなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

50 0 0
1 跡地活用契約候補者決定率

プロポーザル実施対象校の内跡地活用の
契約候補者が決まった割合

%
100

105.17% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 128.41% （↑） 185.26% （↑）

271

対象１単位あたりのコスト（千円） 678 528 285 271

R04年度予算

対象（ 対象跡地校数 4 2 1 1

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 2,710 1,056 285

R02実績 R03実績 R04計画

学校跡地活用事業
プロポーザルを行い小学校跡
地の活用を図る。

プロポーザルの実施
校

校 4 2 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 23

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 821 35,903 45,598 4,334

小　　　　計 821 4,107 4,178 4,334

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.75 0.80 0.80

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 31,796 41,420 0 0

一般財源 0 396 420 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 31,400 41,000 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

旧庁舎跡地の利活用について、下記の内容及びスケジュールで整備を
進める。
【内容】
現有機能に新たな機能を検討し、官民連携による事業化を図る。
第１保育所＋豊水保育所、図書館、子育て支援施設、にぎわい創出施
設、その他収益施設等
【スケジュール】
Ｒ４　急傾斜地崩壊対策工事及びＰＰＰ／ＰＦＩ手法による事業計画、募
集要項の作成
Ｒ５～Ｒ６　事業者募集及び選定
Ｒ６～　建設工事
Ｒ７～　供用開始

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 庁舎跡地等活用検討事業 

② 旧庁舎跡地周辺急傾斜地崩壊対策事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ26 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

庁舎跡地を利用する人々、市役所本庁舎跡地

意図
（どのような状態にしたいか）

庁舎跡地は、「新たな賑わいの創出」や「中心市街地の活性化」に資することを念頭にして、人が集まる便利で賑わ
いのある市街地環境の維持を図るため、市民や来訪者の世代間交流や人的交流が促進、期待される公共施設の
一体的な整備を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

旧市役所庁舎は、安全面や景観に配慮するために早急な解体が求められており活用策を取りまとめ公表することが
求められている。また、跡地については、「新たな賑わいの創出」や「中心市街地の活性化」に資する活用が求めら
れている。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 庁舎跡地等活用検討事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 坂西　良太

事務事業コード 731-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
事業を進めるに当たって、市のより良い将来に向かって、立地適正化計画に基づく中心地域（都市機
能誘導区域）の再整備の方向性も併せて検討を行う必要がある。都市整備課など関係課と情報共有
や意見交換を密にし、単なる跡地の活用にとどまらないようにしなければならない。

評価責任者

石貫　誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

PPP／PFIによる施設整備を行うため、関係各課は元より民間事業者とも調整を行い、「実施方針」や「要求水準書」の作成を
行う。また、並行して、財源として予定している「都市構造再編集中支援事業補助金」の国・県事前協議を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

検討を行った結果、PPP／PFIによる施設整備を行うこととし、庁議と議会特別委員会で報告を行った。「実施方針」や「要求水
準書」、「都市構造再編集中支援事業補助金」関連書類については、公共施設の配置を他事業と調整し再検討したため、作成
には至っていない。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 旧庁舎跡地に整備する予定であった公共施設について、整備場所の再検討が必要となり、時間を要したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

40 40 40

20 20 20
1 整備の進捗率 構想20％、計画20％、建設60％ ％

20

1051.83% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 9.15% （↓） 59.06% （↓）

4,334

対象１単位あたりのコスト（千円） 821 8,976 15,199 1,445

R04年度予算

対象（ 会議開催数 1 4 3 3

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 821 35,903 45,598

50 100 ***
旧庁舎跡地周辺急傾斜地
崩壊対策事業

急傾斜地崩壊対策工事を実施
する。

工事進捗率
設計：50％工事50％

一式 ***

R02実績 R03実績 R04計画

庁舎跡地等活用検討事業
関係各課、関係機関との協議
を図る。

会議開催回数 回 1 4 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□

□

□ ■

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 99 項 114 目 0 0

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,917 3,559 522 542

小　　　　計 1,917 3,559 522 542

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.65 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・H30年度から岱明町公民館建設及び岱明ふれあい健康センター活用
について調整・支援を行う。
・R2年度からAI・RPAの導入に向けて関係課との調整等を行う。
・R3年度から窓口・施設等のキャッシュレス決済の導入について、関係
課との調整等を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① AI・RPA導入推進事業

② 窓口・施設等キャッシュレス決済導入事業

③ 岱明ふれあい健康センター活用支援事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 30 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

庁内

意図
（どのような状態にしたいか）

所管課と協力して進めるべき事務事業の企画・調整を行う。
ただし、企画経営課で予算が発生する場合は、事務事業として新規作成を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

庁内で進めるべき事業において、問題が発生するなどして停滞している事業を、企画経営課が調整支援事業の細事
業として、調整・支援を行う必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 重要施策進行調整事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 浦野　隆志

事務事業コード 731-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

AI・RPA導入については、業務量調査の結果を基に、横展開を視野に入れたモデル事業の導入を行
う。また、コンサル等のアドバイス等の活用も検討を行う必要がある。
岱明ふれあい健康センターの活用は、指定管理者を公募する方向で進んでいるので、円滑に進捗する
よう施設所管課を支援する。

評価責任者

石貫　誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

【AI・RPA導入推進事業】多様な広域連携促進事業で行った業務量調査を基に業務分析を行った。R4年度は、その結果を基に
モデル事業による導入について検討する。
【窓口・施設等キャッシュレス決済導入事業】R3年度に行った試験導入の結果を踏まえ、導入に向けた検討を進める。
【岱明ふれあい健康センター活用支援事業】 令和５年度の民間事業者による指定管理を目指すため、令和4年度中に今後の
方向性等を決定する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

【AI・RPA導入推進事業】多様な広域連携促進事業で行った業務量調査を基に業務分析を行った。R4年度は、その結果を基に
モデル事業による導入について検討する。
【岱明ふれあい健康センター活用支援事業】 令和５年度の民間事業者による指定管理を目指すため、方向性を模索した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

144.20% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 26.95% （↓） 1363.60% （↑）

542

対象１単位あたりのコスト（千円） 959 3,559 261 181

R04年度予算

対象（ 調整事業数 2 1 2 3

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,917 3,559 522

2 2 2

岱明ふれあい健康セン
ター活用支援事業

岱明ふれあい健康センター活
用検討

検討会議開催回数 回 10 5 3 3

窓口・施設等キャッシュレ
ス決済導入事業

窓口・施設等キャッシュレス決
済検討

検討会議開催回数 回 ***

R02実績 R03実績 R04計画

AI・RPA導入推進事業
AI・RPAを導入検討を行う事業
数

検討事業数 回 － 1 0 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 96,269 96,246 93,795 107,358

小　　　　計 5,038 5,038 5,432 5,635

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.92 0.92 1.04 1.04

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 60

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 91,231 91,208 88,363 101,723 0

一般財源 78,605 79,637 69,995 84,542

0

その他 12,626 11,571 18,368 11,081 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 6,100 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・庁舎の維持管理費として、空調、壁等の修繕、庁内清掃、市有財産の
剪定や草刈りを行う。
・土木事業による市道や里道等の付替えに伴い、職員で嘱託登記を行
う。
・共用車の維持管理を行う。
・土木事業による市道や里道等の付替えに伴い、表示登記、所有権登
記について委託により嘱託登記を行う。
・土地・建物の評価額算定のため無形固定資産等のデータ収集を行
い、財産の評価及び編集を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 市有財産管理業務

② 不動産登記業務

③ 庁用車管理事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市有財産

意図
（どのような状態にしたいか）

市有財産の長期的な維持管理（建物等の長寿命化）につなげる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市有財産（土地・建物）については土地の管理や施設機器の修繕等、長期にわたり維持管理が必要である。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 公共施設長期整備計画　公用車適正配置計画　等 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 市有財産管理事業
所管課 管財課

作成者（担当者） 安田　信孝

事務事業コード 731-4 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
庁舎施設・設備や共用車の老朽化、劣化状況を的確に把握し、修理等適切な措置を講じながら市有財
産を適切に維持し、空調等電気料の削減を常に意識しながら管理に務める。

評価責任者

渡邉　一正

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

前年度同様に施設管理については、施設マネジメント係の協力を得ながら適切に実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

施設マネジメント係とも協力し、庁舎施設のより適切な維持管理が出来た。また、管財係職員の施設点検、管理に関する知識
のスキルアップにも繋がった。庁用車（共用車）もメンテナンスを適切に行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
　固定資産台帳管理の資産総数としては、市有地の売却件数より道路新設や市道拡幅等に伴う用地取得の方が多くなるので、必
然的に数は増えてしまう。従って達成する方策を検討する余地がない。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

32800 36216 36218

32612 36216 36218
1 地方公会計・固定資産台帳管理資産総数

土地、建物、工作物、物品等の資産総
数

件
33000

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 100.00% （→）

107,358

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 3 3

R04年度予算

対象（ 固定資産台帳管理資産総数 32612 36216 36218 36218

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 96,269 96,246 93,795

55 57 41

庁用車管理事業
庁用車（共用車）の点検、修繕
等の管理

車検車両台数 台 16 14 13 11

不動産登記業務 市有財産の登記を行う。 不動産登記件数 件 41

R02実績 R03実績 R04計画

市有財産管理業務
庁舎等の施設の修繕・敷地の
草刈等を行う。

修繕件数 件 35 39 23 23

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 24,691 17,241 9,428 2,871

小　　　　計 2,738 2,738 2,089 2,167

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.50 0.50 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 21,953 14,503 7,339 704 0

一般財源 2,653 14,503 7,339 704

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

19,300 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・水路や里道、未利用市有財産等について、払下げを行うもの。
・普通財産の貸付及び売却することにより、財産の有効活用を行うも
の。
・老朽化した市有建物を解体し、跡地を利活用するもの。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 市有財産払下げ事業

② 市有財産貸付事業

③ 旧岱明第一保育所解体工事事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

未利用又は遊休市有財産

意図
（どのような状態にしたいか）

市有財産の有効活用のため、求めに応じて適切な払下げを行い、財源（歳入）の確保を目指す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

将来的に利用価値が無い市有財産については、売却や貸付け等を行い、市有財産の適正化を図る必要がある。

法令、県･市条例等【 玉名市有財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例、普通財産の利活用に関する要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 未利用市有財産利活用計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 市有財産利活用事業
所管課 管財課

作成者（担当者） 安田　信孝

事務事業コード 731-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
 令和３年度は入札１件を含め、計１６件市有地を売却することが出来た。今後市有財産の一層の活用
を図るため、売却予定物件に関する情報を一元化し、市ホームページ等で情報発信して行く。

評価責任者

渡邉　一正

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

市有財産の売却予定物件に関する情報を一元化し、市ホームページで検索出来るようにすることで、利活用を推進する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

積極的な利活用を図り、入札１件を含め１６件の市有財産（土地）の売却、１５件の有償貸付を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

21 19 18

*** 30 31
1 利活用（売却・貸付）件数 売却・有償貸付件数 件

***

150.00% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 140.00% （↑） 166.67% （↑）

2,871

対象１単位あたりのコスト（千円） 7 5 3 2

R04年度予算

対象（ 未利用市有財産利活用計画敷地面積 3630 3621 3621 1824

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 24,691 17,241 9,428

0 1 1

旧岱明第一保育所解体工
事事業

老朽化し、危険性の高い建物
を解体する。

解体土地面積 ㎡ 0 1797 0 0

市有財産貸付事業 普通財産の用地貸付を行う。 貸付契約件数 件 0

R02実績 R03実績 R04計画

市有財産払下げ事業
普通財産の用地払い下げを行
う。

売払契約件数 件 13 15 16 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 445 7,970 1,660 19,063

小　　　　計 219 219 1,306 17,988

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.04 0.04 0.25 3.32

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 226 7,751 354 1,075 0

一般財源 226 7,751 354 1,075

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・年次計画に沿った施設の建替えや改修、集約や廃止などが着実に実
行されるよう各施設所管課の主体的な取組を支援する。
・公共施設マネジメント方針に基づき、計画的保全による長寿命化の推
進や固定資産台帳システムの活用による保全運営情報の一元管理を
行う。
・インフラ資産を総合的に管理するためインフラ長期整備計画を策定す
る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 公共施設長期整備計画推進事業

② 公共施設等総合管理業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ27 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

公共施設（ハコモノ建築物、道路、橋梁、上下水道等インフラ施設）

意図
（どのような状態にしたいか）

市の財政計画に沿って公共施設等の長期的（40年間）維持管理、修繕、更新等の費用の平準化を図り、施設にかか
る歳出削減や資産を有効活用した歳入増に繋がる新たな取組を模索し、実践していく。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

合併後、結果的に用途目的が類似する施設や老朽化した施設が多数存在しており、インフラ施設を含めた公共施設
を従来のようにすべてを維持していくことは、将来的な人口推計や厳しい財政状況を踏まえると困難な状況である。

法令、県･市条例等【 インフラ長寿命化基本計画（総務省） 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 玉名市行政改革大綱、玉名市公共施設適正配置計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 公共施設等総合管理事業
所管課 管財課

作成者（担当者） 上田　裕樹

事務事業コード 731-6 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

■

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
インフラ施設の具体的な計画数値の根拠が把握できず、進捗管理に苦慮している。管理方法を見直し
を検討する。

評価責任者

渡邉　一正

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）  公共施設長期整備計画推進事業（包括施設管理事業）、 公共施設照明更新事業 

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

進捗が遅れている施設や個別事業及び計画に記載のない取組に対する意思決定機関を構築するとともに、包括施設管理事
業や民間提案制度などを積極的に活用し、施設総量の削減は粛々と進めながらも、更に強力にファシリティマネジメントを推進
していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

実質的な内部管理業務であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

ハコモノ施設に対してインフラ施設においては、集約化・民営化等の手法が考えにくく、将来的な目標数値の設定が困難であ
る。引き続き、個別計画との整合を図りながら、目標数値の設定方法を模索していく必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1075784 1302926 1139622

3149151 1121249 1013556
1 ハコモノ普通建設事業費（投資的経費）

目標値及び実績値
（目標値＞実績値で達成）

千円
1528560

9.23% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 3.70% （↓） 450.00% （↑）

19,063

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 27 6 65

R04年度予算

対象（ ハコモノ施設総延床面積（千㎡） 301 294 294 294

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 445 7,970 1,660

6 6 6

計画に沿った施設の照明を更
新する。

取組施設数 施設 ー 0 0 0

公共施設等総合管理業務
インフラ施設の個別計画の進捗状況及び財産
保有量の把握を行う。

ヒアリング実施庁内関係
課数（インフラ）

課 5

R02実績 R03実績 R04計画

公共施設長期整備計画推
進事業

公共施設を総合的に管理するため、施設所管
課の主体的な取組を支援する。

ヒアリング実施庁内関係
課数（ハコモノ）

課 15 15 15 15

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 4 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,067 1,256 1,317 1,645

小　　　　計 548 548 783 759

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.15 0.14

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 519 708 534 886 0

一般財源 0 154 0 286

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 519 554 534 600

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・使用者が納付する墓地公苑134区画分の管理使用料や永代使用料
を基に、施設の修繕や除草・剪定などを行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 横島墓地公苑管理業務

② 横島墓地公苑修繕業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市営墓地及びその使用者

意図
（どのような状態にしたいか）

墓地公苑管理使用料として年間5,000円徴収し、公苑維持管理業務（修繕、樹木剪定、清掃除草等）を行い、利用者
が快適に利用出来るように公苑内の環境を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

平成16年に旧横島町が整備した同墓地公苑は、134区画全てが使用されているが、年数も経過していることから施
設自体も補修箇所が出てきており、墓地の保全のため適切な施設管理が必要である。

法令、県･市条例等【 墓地埋葬法、玉名市横島墓地公苑条例、玉名市横島墓地公苑条例施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 横島墓地公苑管理事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 宮田　正文

事務事業コード 731-7 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
横島墓地公苑は、建設から年数も経過しており、毎年の除草・剪定に加えて、経年劣化箇所の修繕が
必要となってきている。また、利用者から墓地公苑管理料金を徴収していることから、墓地の保全のた
め適切な施設管理を継続する必要がある。

評価責任者

塚本　昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

引き続き適切な苑内管理を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 40.55

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

墓地埋葬法により市町村が墓地経営を行う上で、利用者から管理料（年額5,000円）を徴収し、適切な苑内の管理運営を継続
している。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 利用料徴収率 徴収額/全体 ％

100

83.33% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 88.89% （↓） 90.00% （↓）

1,645

対象１単位あたりのコスト（千円） 8 9 10 12

R04年度予算

対象（ 墓地使用者 134 134 134 134

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,067 1,256 1,317

3 1 1横島墓地公苑修繕業務 公苑施設の修繕を行う。 修繕箇所 箇所 3

R02実績 R03実績 R04計画

横島墓地公苑管理業務 公苑施設の除草等を行う。 除草回数 回 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,643 548 2,131 7,189

小　　　　計 1,643 548 522 1,896

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.10 0.10 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 1,609 5,293 0

一般財源 0 0 1,609 5,090

0

その他 0 0 0 203 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・庁舎における秩序の維持と保全を行う。
・支所公用車の管理を行う。
・行政財産使用料等の歳入管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 岱明支所維持管理関連業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

岱明支所庁舎及びその他庁舎敷地内施設の財産、来庁者

意図
（どのような状態にしたいか）

来庁者が快適で安全だと感じるように、支所庁舎の適正な維持管理を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

支所での住民サービスの保持や公務の円滑で適正な執行を確保するには、支所庁舎を適正に管理する必要があ
る。

法令、県･市条例等【 玉名市庁舎管理規則 、玉名市行政財産使用料条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （１）公共施設等の効率的な管理運営

事務事業の名称 財産管理事業
所管課 岱明市民生活課

作成者（担当者） 出口　美紀

事務事業コード 731-8 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
庁舎施設、設備の老朽化、劣化状況を把握し、必要に応じ修理など適切な措置を行いながら庁舎管理
を進めている。引き続き、新型コロナウイルス感染対策防止に対応するため関連機器を設置し来庁者
への衛生面も含めた維持管理を継続する。

評価責任者

境　順一

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

経年劣化による設備等の改修を随時行う

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

０ 0 0

0 0 0
1 庁舎管理に係る苦情、事故件数

支所に寄せられた庁舎管理に関する
苦情等件数

件
0

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

7,189

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,643 548 2,131

R02実績 R03実績 R04計画

岱明支所維持管理関連業
務

支所庁舎に関連する維持管理
を適切に行う。

開庁日数 日 240 243 242 243

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 99 項 10 目 0 0

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 986 712 522 542

小　　　　計 986 712 522 542

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.18 0.13 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・各種協議会組織への負担金の見直し⇒目的、必要性、費用負担のあ
り方等について十分精査し、目的達成度、費用対効果等を勘案して縮
減または廃止等の見直しを行う。
・補助金・交付金の見直し⇒既得権化している補助金等について、「玉
名市補助金見直し基準」により定期的に見直しを行うことで、補助事業
の機会均等化及び透明性確保、重点化を図る。
・事務改善に関する業務⇒事務事業の見直しにより、他市と比較して
高い傾向にある物件費、補助費等を圧縮し、歳出の削減を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 負担金・補助金の見直し業務

② 事務改善に関する業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

予算（各事務事業）
補助金、負担金を受給する団体

意図
（どのような状態にしたいか）

市の事務事業の見直し、補助金・負担金交付団体の繰越金や用途を精査し、歳出の適正化並びに削減を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

本市の財政状況において、他市と比較して物件費、補助費等が高い傾向にある。
また、補助金や負担金の支出に対し、毎年の業務実態に応じた支出がされていないものや、支出に適さない用途に
使用されている状態が散見されており、当該補助金・負担金が既得権化しているものがある。

法令、県･市条例等【 地方自治法、地方財政法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

■ 該当施策区分 （２）持続可能な財政運営

事務事業の名称 行財政運営の改善業務
所管課 財政課

作成者（担当者） 永田　哲朗

事務事業コード 732-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
当初予算編成時に、隔年で各種団体・協議会の補助事業実施状況及び負担金概要調書を精査し、予
算編成に反映させている。不適切な経費への支出や繰越金など決算状況を継続して精査することで、
補助金・負担金交付の適正化を図る。

評価責任者

宮本　圭一郎

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

特に問題なく、現状のまま事業を継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特に問題なく、現状のまま事業を継続する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

542

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 986 712 522

5 14 1事務改善に関する業務
予算要求（執行）基準を見直し、当
初予算に反映させる。

見直し件数 件 1

R02実績 R03実績 R04計画

負担金・補助金の見直し業
務

毎年定額的に支出しているも
のを見直す。

見直し件数 件 9 18 22 18

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 2 目 2 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 32,710 29,064 26,247 28,202

小　　　　計 25,737 24,516 22,524 23,395

人
件
費

職
員
の

職員人工数 4.70 3.95 3.85 3.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 2,482

1.48 1.48 1.42

0

小　　　　計 6,973 4,548 3,723 4,807 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 202 786 12 3,645 0

受益者負担 1,889 1,645 1,533 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 4,882 2,117 2,178 1,162 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・新規滞納者へ催告書発送等を行い、滞納の早期解消を図る。
・納税相談等の中で、口座振替の勧奨を行う。
・動産公売の継続実施、不動産公売も行っていく。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 滞納整理事業

② 納税相談事業

③ 日常の税徴収事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

納税義務者

意図
（どのような状態にしたいか）

安定的な税確保と納税者の利便性拡大を図るため、特別徴収、口座振替勧奨を行い、徴収事務の効率化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市財政の基盤である市税収入の確保並びに税負担の公平性の観点から、滞納者には、納税相談等において納税
意思の啓発を促し、また、厳正な差押執行・公売等での換価により徴収率向上を図っている。しかし、熊本地震等、
不安定な経済環境など滞納者の増加が懸念される。

法令、県･市条例等【 地方税法、市税条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 玉名市行政改革大綱実行計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

■ 該当施策区分 （２）持続可能な財政運営

事務事業の名称 市税徴収事業
所管課 税務課

作成者（担当者） 池田和司

事務事業コード 732-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
納付環境を整備し、徴収事務の効率化を推進するとともに、延滞金による経済的な負担増加を抑える
ため、催告や滞納処分の適正な執行に努める。また、個別の実情や担税力等を慎重に調査し、執行停
止など判断しながら徴収率の向上に努める。

評価責任者

冨安崇

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

催告と啓発等により納税意識の高揚を図る。滞納処分については、引き続き債権を中心に差押を強化するとともに、差押えた
動産・不動産の換価を積極的に行う。財産なし、生活困窮者等と判断した者については、執行停止をし、適切な不能欠損処分
を行い徴収率向上に努める。また、固定資産税等の相続人に対しての滞納整理の強化が必要と考える。くわえて人事異動に
より経験年数の少ない職員構成となったため、将来に向け職員の育成にも力を入れる。さらににはセルフレジ等の導入を検討
を行い、職員の窓口負担を減らし、滞納処分に専念できる環境を整備する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 5.84

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新規滞納者への催告・滞納処分を強化を行った。債権を中心とした滞納処分の強化を行った。また、不良債権化した滞納繰越
分については、滞納処分を継続するか、執行停止するかの判断を適切に行った。滞納処分の件数、日曜窓口の件数について
は、新型コロナウィルス感染症の影響により前年を下回る結果となった。固定資産税等の相続人に対しての滞納整理(承継）も
数件ではあるが実績を残せた。コロナ禍ではあったが、捜索等を可能な限り実施し、課内研修を行うことで職員のスキルを高
めることが出来た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

23 23 23

24.1 22.3 33.5
2 市税徴収率（滞納繰越分） 収入済額／課税額 ％

23

98 98 98

99.0 98.4 98.8
1 市税徴収率（現年課税分） 収入済額／課税額 ％

98

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

28,202

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 32,710 29,064 26,247

61 50 59

日常の税徴収事業
窓口収納、督促状発送、各種
証明書作成

督促状発送件数 件 29302 24347 24709 25000

納税相談事業
市税滞納者との納税相談（滞納原
因把握・納税指導等）

夜間、休日納税相談
日数

日 62

R02実績 R03実績 R04計画

滞納整理事業
納付催告、財産・実態調査、差押、
公売等滞納処分全般

滞納処分件数 件 2372 1734 1731 1700

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 9 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 84,183 83,796 84,621

小　　　　計 0 3,324 3,004 3,123

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.55 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.16 0.08 0.08

0

小　　　　計 0 80,859 80,792 81,498 0

一般財源 0 80,859 80,792 81,498

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・行政協力業務の委託事務
・行政協力業務受託者への研修事務
・広報等の配布事務
・行政協力業務委託料の支払事務

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 行政協力業務委託業務

② 行政協力業務研修業務

③ 広報等配布業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R2 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

区長、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

広報配布業務など市政の情報提供を行い、行政と地域住民のパイプ役として市政の円滑な業務遂行を目指す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

行政は、市民サービス向上のため、さまざまな施策を行っているが、きめ細やかな市民サービス提供を図るため、地
域を熟知する者に業務の一部を担ってもらう必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 行政協力事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 坂野　克久

事務事業コード 733-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
令和2年度から、従来の嘱託員業務を各行政区長への委託によりお願いすることとなった。市内２５８
区の全区長と委託契約を締結し、市行政と市民の橋渡しをお願いすることができたため、市政運営を
円滑に行うことができた。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

各行政区長に、市行政と市民の橋渡しをお願いすることにより、広報配布や災害対応などが円滑に進められていることから、
今後も継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度から、従来の嘱託員業務を各行政区長への委託によりお願いすることとなった。市内２５８区の全区長と委託契約
を締結し、市行政と市民の橋渡しをお願いすることができたため、市政運営を円滑に行うことができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

*** 100 100
1 行政協力業務委託契約の契約率 定数（258人）に占める契約者数の割合 %

***

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 100.00% （→）

84,621

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1 1 1

R04年度予算

対象（ 市民 0 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 84,183 83,796

0 0 1

広報等配布業務 毎月の広報配布 依頼回数 回 *** 12 12 12

行政協力業務研修業務 受託者に対する研修会の開催 開催回数 回 ***

R02実績 R03実績 R04計画

行政協力業務委託業務
行政協力業務委託契約の締
結

契約人数 人 *** 258 258 258

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 9 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 4,689 2,910 4,673 7,083

小　　　　計 2,190 2,190 3,917 4,064

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 0.75 0.75

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 2,499 720 756 3,019 0

一般財源 2,499 720 756 3,019

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・区長からの相談及び要望の受付及び処理
・区長会協議会の運営
・各区での先進地研修に対する補助
・行政区の境界の画定

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 行政区相談・要望事務

② 区長会協議会運営業務

③ 区長会研修補助業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

区長、区民

意図
（どのような状態にしたいか）

行政区運営の支援を行うことにより、行政区内の問題解決を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

地域コミュニティ活動が円滑に行えるよう、住民にとって最も身近なコミュニティである行政区に対する行政からの支
援が必要である。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 行政区運営事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 坂野　克久

事務事業コード 733-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

令和3年度も前年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響により区長会協議会の会議は1
回しか開催することができなかった。また、区長会協議会及び各行政区による研修も実施されなかっ
た。一方、前年度に改善点として挙げていた各行政区長へのアンケート調査については実施すること
ができ、結果の公表まで行った。 地域コミュニティの基礎となる行政区に対して支援を行うことは、市民
福祉の増進に直結するため、今度も行政区支援の在り方について検討を行いながら、本事業を継続し
ていく必要がある。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年度に実施したアンケート調査によって、各行政区の役員確保に関する問題等各行政区が抱える課題を洗い出すこと
ができた。今後は、その課題解決のための行政区支援の在り方について検討を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和3年度も前年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響により区長会協議会の会議は1回しか開催することがで
きなかった。また、区長会協議会及び各行政区による研修も実施されなかった。一方、前年度に改善点として挙げていた各行
政区長へのアンケート調査については実施することができ、結果の公表まで行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 要望処理率 処理件数/要望件数×100 ％

100

66.67% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 163.64% （↑） 61.11% （↓）

7,083

対象１単位あたりのコスト（千円） 18 11 18 27

R04年度予算

対象（ 区長数 258 258 258 258

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 4,689 2,910 4,673

0 1 2

区長会研修補助業務
区長会先進地研修に対する補
助

補助件数 件 9 0 0 10

区長会協議会運営業務 区長会協議会の運営 協議会開催回数 回 3

R02実績 R03実績 R04計画

行政区相談・要望事務
相談及び要望の受付並びに処
理

相談・要望受付件数 件 1 1 4 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■

□

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 37

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 8,762 10,192 9,758 10,387

小　　　　計 8,762 8,762 8,357 8,669

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.60 1.60 1.60 1.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 1,430 1,401 1,718 0

一般財源 0 1,430 1,401 1,718

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・複数課にまたがる事業の調整
・「笑顔をつくる　１０年ビジョン」の進捗管理
・市長が必要とする情報の収集
・市長からの指示を各課へ伝達

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 政策推進事業

② 行政活動公表事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 30 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

庁内

意図
（どのような状態にしたいか）

将来像をまとめた「笑顔をつくる　１０年ビジョン」を策定し、その最終目標達成のために、市長が推進する事業や市
の重要事業などについて、部局横断的な事業の調整を行い、スピード感のある効果的な事業実施につなげる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市内外で玉名の魅力を実感できるまちづくりのため、本市の目指す姿（将来像）を明確にし、すべての市民とともにそ
の将来像の実現に向け進んでいく必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 政策推進事業
所管課 秘書課

作成者（担当者） 村上　健

事務事業コード 733-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
「笑顔をつくる１０年ビジョン」の進行管理やその他市長が推進する事業や重要事業などについて、事
業推進上、重要不可欠である。

評価責任者

瀬﨑　陽一郎

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

「笑顔をつくる10年ビジョン」の最終目標達成のために、より効果的な事業実施方法の検討や事業の選択について、庁内の情
報を各課と共有しながら協議を行う。また、その一つの手段として、令和４年度から政策調整会議を実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担にそぐわない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

積極的に打合せへ出席したり、情報収集や市長指示の伝達を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

59.06 64.18 69.3

33.61 30.95 34.97
2

10年ビジョン該当事務事業の事務ふりかえ
り成果指標達成率（進捗率）

10年ビジョン該当事務事業のうち、評価対象事業の事務ふ
りかえり成果指標を達成した割合 ％

53.94

68.83 72.72 76.61

54.92 69.84 64.43
1

10年ビジョン該当事務事業の事務ふりかえり総
合評価「Ａ」「B」率(進捗率）

10年ビジョン該当事務事業のうち、評価対象事業の事務ふ
りかえり総合評価「Ａ」「B」の割合 ％

64.93

94.74% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 94.74% （↓） 105.56% （↑）

10,387

対象１単位あたりのコスト（千円） 18 19 18 19

R04年度予算

対象（ 庁内（全事務事業） 490 547 538 544

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 8,762 10,192 9,758

1 1 1行政活動公表事業 広報たまな特別号の発刊
広報たまな特別号発
行回数

回 -

R02実績 R03実績 R04計画

政策推進事業
複数課にまたがる事業の調整、10年ビジョンの
進捗管理、情報の収集、市長指示の伝達

会議、打合せ出席回
数

回 170 164 161 165

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,807 1,095 1,863 2,014

小　　　　計 1,807 1,095 1,828 1,896

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.33 0.20 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 35 118 0

一般財源 0 0 35 118

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・行政改革大綱に基づく実行計画の策定及び実施項目の進行管理を
行い、行政改革の推進に取り組む。
・庁内組織の推進本部において、行政改革に関する重要な項目の検討
や最終の決定を行う。
・外部委員で構成する懇話会において、行政改革の推進や大綱策定に
関する助言等をいただく。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 行政改革大綱実行計画進行管理事業

② 行政改革推進本部開催事業

③ 行政改革推進懇話会開催事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

行財政運営、行政サービス

意図
（どのような状態にしたいか）

将来に向けて持続可能な財政運営体制の構築、自主性・自立性が高い自治体運営及び適切な行政サービスを提供
する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

将来の人口減少が予測され、自治体においても経営資源が大きく制約される中、多様化し、増大する行政需要に対
応するためには、行財政改革を推進し、より効率的で持続可能な組織運営に取り組む必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 第3次玉名市行政改革大綱及び実行計画、第4次玉名市行政改革大綱 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 行政改革推進事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 浦野　隆志

事務事業コード 733-4 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
第3次大綱の進捗や考察を踏まえて、第4次行政改革大綱に基づく実行計画を策定して、その着実な実
施に向けて進行管理をしっかりと行いたい。

評価責任者

石貫　誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年度に策定した第4次行政改革大綱（計画期間：令和4年度から令和8年度）に基づく実行計画を策定し、実行計画に盛り
込まれた各取組の進行管理を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

年度別実行計画については、進行管理調書による進行管理を行った。また、今後の行政改革の方向性等について検討し、第
4次行政改革大綱を作成した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

60 60 60

50 44.4 27.8
1

行政改革大綱実行計画の取組項目一覧
の各年度毎の達成率

達成項目数/全項目数（18項目） ％
70

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

2,014

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,807 1,095 1,863

2 4 3

行政改革推進懇話会開催
事業

大綱策定や推進に関する外部
意見や助言を求める。

会議開催回数 回 0 0 2 1

行政改革推進本部開催事
業

行政改革に関する方針や取組
等を審議し決定する。

会議開催回数 回 3

R02実績 R03実績 R04計画

行政改革大綱実行計画進
行管理事業

進捗状況の把握と確認により取組
の推進や強化を図る。

進行管理項目数 項目 18 18 18 17

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 7,389 10,275 6,430 6,935

小　　　　計 6,462 9,309 5,484 5,689

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.18 1.70 1.05 1.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 927 966 946 1,246 0

一般財源 927 966 946 1,246

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

一次評価（自己評価）及び二次評価（行政改革推進本部）を実施要領
に基づき客観的に行い、問題等を把握し改善策を検討する。
一次評価（自己評価）及び二次評価（企画審議会）を実施要領に基づき
客観的に行い、新規事業の採択等を決定する。
PDCAサイクルによる事務事業単位での事務ふりかえりや新規事業提
案、また外部評価委員会による外部評価を実施する。
行政評価事業及びそれに類似する内容を記載する事業の帳票をシス
テム化することにより、作業の簡素化や効率化を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 事務ふりかえり事業

② 新規事業提案事業

③ 行政評価システム導入・運用事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

事務事業、施策、市職員、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

市の行政活動に関する自己点検や評価により必要とされる具体的な改善や見直しを行い、限りある行政資源を有
効活用することで、市民が満足する質の高いサービスを提供するとともに、市職員の適切な行政経営意識の醸成を
図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

地方分権の進展に伴い、義務付け、枠付けの見直しや補助金、交付金の改革等によって、一層厳しい財政状況におかれることか
ら、自治体の自己の責任と決定において、より自主性・自律性の高い行政運営が求められている。また同時に、高度化・多様化す
る市民ニーズに対応するため、限りある行政資源を効率的・効果的に活用した持続可能な行財政運営体制の構築が求められてい
る。

法令、県･市条例等【 地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 第3次行政改革大綱 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 行政評価事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 松本　雄介

事務事業コード 733-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

令和3年度から令和7年度までの5年間は行財政緊急対策期間として位置付けられているため、引き続
き事務ふりかえりや新規事業等の作業を通じて全職員が常に意識して担当業務に従事するようにした
い。 施策評価の導入や外部評価制度の再構築については、職員の納得感が得られるようなものにす
ることが大切である。

評価責任者

石貫　誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

行政評価の結果を反映した予算の重点配分を図るため、施策評価の導入に取り組む。
また、行政評価の客観性と信頼性を高めるために実施する外部評価について、体制の再構築に取り組む。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前年度に引き続き、事務ふりかえりにおいて、ゼロベースでの検証・見直しを目的にヒアリングを実施した。このことにより、職
員の事務事業に対する改善の意識が高まり、令和２年度と比べると執行方法の改善検討率が高まった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
　施設や催し物への利用者・参加者に関するものを成果指標として挙げているものは、新型コロナウイルス感染症の影響で目標を
達成できなかったものが多かったことが、成果指標達成率の目標値を達成することができなかった大きな要因である。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

55.0 50.0 50.0

50.5 43.5 40.6
2 事務ふりかえり成果指標達成率

成果指標設定事務事業のうち成果達
成事務事業の割合

%
―

96 95 96

96 94.8 95.2
1 事務ふりかえり改善等検討実施率

要改善等とされ検討した継続事業が評価対
象事業に占める割合（現状維持以外）

%
91

95.45% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 75.76% （↓） 157.14% （↑）

6,935

対象１単位あたりのコスト（千円） 25 33 21 22

R04年度予算

対象（ 事務ふりかえり評価対象事業本数 298 307 307 310

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 7,389 10,275 6,430

42 39 45

行政評価システム導入・運
用事業

システムの更新を行うことで、作業の簡素化や
効率化の向上を図る。 システム更新回数 回 9 7 3 4

新規事業提案事業
次年度以降の新規事業を対象に、
視点ごとに評価する。

評価事業数 本 52

R02実績 R03実績 R04計画

事務ふりかえり事業
前年度からの継続事業を対象に、
視点ごとに評価する。

評価事業数 本 298 307 307 310

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 30

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 14,505 14,164 11,546 12,769

小　　　　計 11,335 11,335 8,618 8,940

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.07 2.07 1.65 1.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 3,170 2,829 2,928 3,829 0

一般財源 3,170 2,829 2,928 3,829

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

適格な入札参加資格者の中から最新の申請内容を調査した後、入札
等により業者を選定し、工事契約等を適正に執行する。
すべての工事及び建設コンサルタント業務の入札に対して、電子入札
システムを利用した電子入札を実施する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 建設工事請負契約業務

② 入札参加資格審査業務

③ 工事指名等審査業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

一般（指名）競争入札参加資格申請者、一般（指名）競争入札参加資格者

意図
（どのような状態にしたいか）

適正な契約執行により、競争性、公平性、透明性の確保と財政負担の適正化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

入札及び契約の過程において、不適格業者の排除と競争性、公平性、透明性の確保が求められている。

法令、県･市条例等【 地方自治法、会計法、入札適正化法、玉名市工事契約事務取扱要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 入札契約業務
所管課 契約検査課

作成者（担当者） 井本　大也

事務事業コード 733-9 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 国、県の動向を踏まえ、本市の実情に応じた入札・契約事務に取り組む。
評価責任者

前田　弘信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も競争性、公平性、透明性を確保し適正な入札執行に取り組む。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和３年度も競争性、公平性、透明性を確保し適正な入札執行が行えた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

89.66% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 97.01% （↓） 128.85% （↑）

12,769

対象１単位あたりのコスト（千円） 65 67 52 58

R04年度予算

対象（ 入札回数 223 212 222 220

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 14,505 14,164 11,546

1503 1484 1500

工事指名等審査業務
玉名市工事指名等審査規則に基
づき指名されているかを審査する

審査件数 件 223 222 219 220

入札参加資格審査業務
入札参加資格審査申請書提出要
領に基づく申請書を審査する

審査件数 件 1503

R02実績 R03実績 R04計画

建設工事請負契約業務
競争入札を実施し、請負業者
を決定する

入札回数 回 220 212 222 220

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 573 595 1,042 3,542

小　　　　計 548 548 522 542

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 25 47 520 3,000 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 25 47 520 3,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・庁舎における秩序の維持と保全を行う。
・支所公用車の管理を行う。
・行政財産使用料等の歳入管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 横島支所維持管理関連業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

横島支所庁舎及びその他庁舎敷地内施設の財産、来庁者

意図
（どのような状態にしたいか）

来庁者が快適で安全だと感じるように、支所庁舎の適正な維持管理を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

支所での住民サービスの保持や公務の円滑で適正な執行を確保するには、支所庁舎を適正に管理する必要があ
る。

法令、県･市条例等【 玉名市庁舎管理規則 、玉名市行政財産使用料条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 財産管理事業
所管課 横島市民生活課

作成者（担当者） 上村健也

事務事業コード 733-10 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 支所庁舎の維持管理であるので、職員の意識向上を図り、今後も適正な維持管理を継続する。
評価責任者

村上洋治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和２年度までは、施設修繕費、維持管理支払業務は本庁管財課であったが、令和３年度に修繕料を一部横島支所へ移管
し、令和４年度からは上記業務はほぼ横島支所において実施し、予算も横島支所に移管となった。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

0 0 0

0 0 0
1 庁舎管理に係る苦情・事故件数

支所によせられた庁舎管理上の苦情
等の件数

0

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

3,542

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 573 595 1,042

R02実績 R03実績 R04計画

横島支所維持管理関連業
務

支所庁舎に関連する維持管理
を適正に行う。

開庁日数 日 240 243 242 244

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 5 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,095 1,095 1,155 3,556

小　　　　計 1,095 1,095 1,045 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 110 2,472 0

一般財源 0 0 102 2,462

0

その他 0 0 8 10 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・庁舎における秩序の維持と保全を行う。
・行政財産使用料等の歳入管理を行う。
・支所公用車の管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 天水支所維持管理関連業務

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

天水支所庁舎及び庁舎敷地内施設の財産、来庁者

意図
（どのような状態にしたいか）

来庁者が快適で安全だと感じるように、支所庁舎の適正な維持管理を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

支所での住民サービスの保持や公務の円滑で適正な執行を確保するには、支所庁舎を適正に管理する必要があ
る。

法令、県･市条例等【 玉名市庁舎管理規則、玉名市行政財産使用料条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （３）効率的な行政経営の推進

事務事業の名称 財産管理事業
所管課 天水市民生活課

作成者（担当者） 田代　紋子

事務事業コード 733-11 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

天水地域の市民をはじめ各種団体、また市サイドにとっても有用な多機能型複合施設として変わらず
機能している。市有施設の中でもまだ新しい部類に入り、維持管理上も特別問題は無い。未だ収束が
見えないコロナウイルス感染症対策として当施設に設置する、各種備品・器具等もより充実し、また職
員による定時の消毒作業も変わらず継続しており、施設としての感染防止対策・安全管理に寄与して
いる。

評価責任者

井上　和宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

庁舎管理については、特に問題のないことから、現状のまま維持する

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担に馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

0 0 0

0 0 0
1 庁舎管理に係る苦情・事故件数

支所に寄せられた庁舎管理に関する
苦情等件数

件
0

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

3,556

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,095 1,095 1,155

R02実績 R03実績 R04計画

天水支所維持管理関連業
務

支所庁舎の関連する維持管理
を適正に行う。

開庁日数 日 240 243 242 245

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 22,684 9,456 8,226 13,027

小　　　　計 7,940 5,969 3,552 5,418

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.45 1.09 0.68 1.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 14,744 3,487 4,674 7,609 0

一般財源 14,642 3,196 4,223 7,489

0

その他 102 291 451 120 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・能力開発に関する基本的考えを定めた「第四次職員研修基本計画」
に基づき職員の能力開発を行う。職員研修を基礎研修、特別研修、派
遣研修、職場内研修及び自己啓発支援の５つに体系化し実施した。
・職務を通じて発揮される能力、取り組み態度及び仕事の成果を適正
に把握し、評価結果を適材適所の人事配置や公正な処遇に繋げること
で職員の働く意欲を引き出し、一人一人の能力と組織力の向上を目指
し人事評価を平成24年度から本格実施に移行した。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 基礎研修事業

② 派遣研修事業

③ 特別研修事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

職員

意図
（どのような状態にしたいか）

計画的に研修等を実施することにより、技術や能力の向上を目指すとともに、意識改革や自己啓発を促進し市民満
足度の向上に繋げる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

時代の変化に的確に対応していくため、一層の職員の資質向上及び能力開発が必要である。

法令、県･市条例等【 地方公務員法、職員研修規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 人材育成基本方針、職員研修計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （５）職員の計画的人事配置と育成

事務事業の名称 人材育成事業
所管課 総務課

作成者（担当者） 郷戸　成紀

事務事業コード 735-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
人材育成基本方針や人事評価マニュアルの改正を行った。質の高い行政サービスを提供していくため
の人材育成を継続していく必要がある。また、自己啓発支援として職員寺子屋を開始し、人材育成の基
本である、職員の自ら学ぶ意識の醸成を図った。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

人材育成基本方針に基づき、各種人材マネジメントを推進していく。具体的には、職員アンケート等に基づき、人材育成基本
方針を始めとして、各種計画やマニュアルの見直しを行いながら、質の高い行政サービスを提供していくための人材育成を継
続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

人材育成は質の高い行政サービスを提供するために必須であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

OJT（職場内研修）の活性化を推進するため、基礎研修としてOJT研修を実施した。人事評価による人材育成を推進するた
め、人事評価マニュアルの改正を行った。併せて特別研修として人事評価研修を計3回、延べ388人に対して実施し、人事評価
制度の目的、実施方法、スキルの定着を図った。また、自己啓発支援として職員寺子屋を開始し、人材育成の基本である、職
員の自ら学ぶ意識の醸成を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

90 90 90

*** 99 99
1 基礎研修事業理解度

研修後のアンケートで「研修内容はよく理解
できた。」と回答した者の割合

%
***

64.00% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 238.89% （↑） 112.50% （↑）

13,027

対象１単位あたりのコスト（千円） 43 18 16 25

R04年度予算

対象（ 職員数 530 528 527 526

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 22,684 9,456 8,226

58 81 70

特別研修事業
政策課題に必要な知識や能力の習得を図るた
め、人事評価実務研修等の研修に参加させ
る。

研修参加者数 人 2224 332 576 300

派遣研修事業
自治大学校、市町村アカデミー、
NOMA等に派遣する。

研修派遣者数 人 146

R02実績 R03実績 R04計画

基礎研修事業
新規採用職員前期及び後期、勤続4年未満・中
堅職員、現任参事・係長・課長・部長等の各研
修を実施する。

研修参加者数 人 416 101 332 250

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

□ □ □ □

■ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 1 14

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 16,192 8,038 7,357 11,670

小　　　　計 7,940 7,612 6,059 7,477

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.45 1.39 1.16 1.38

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 153

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 8,252 426 1,298 4,193 0

一般財源 8,252 426 1,298 4,193

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
職員（特別職、一般職員、任期付職員、再任用職員、会計年度任用職
員、臨時職員、非常勤職員）の任免に関する事務、職員定員適正化計
画の策定及び計画に基づく職員数の調整。

⇒

事務事業を構成する細事業（　10　）本

① 定員管理事務

② 人事異動事務

③ 職員採用事務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

特別職、一般職員、臨時職員、会計年度任用職員等

意図
（どのような状態にしたいか）

適材適所の職員配置を行い、服務規律を確立することで職員の意欲、公務効率の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

職員の任免について、地方公務員法や条例、規則等により適正に実施する必要がある。また、簡素で効率的な行財
政のしくみを構築するために、定員の適正化を図っていく必要がある。

法令、県･市条例等【 地方自治法、地方公務員法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 玉名市職員定員管理基本方針（H31～R5） 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑦健全な行政運営 　重点
　施策

主要施策（節） （３）行財政運営の効率化

□ 該当施策区分 （５）職員の計画的人事配置と育成

事務事業の名称 職員の任免及び定員管理事務
所管課 総務課

作成者（担当者） 郷戸　成紀

事務事業コード 735-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見

玉名市職員定員管理基本方針に基づき、必要な職員数の確保を行った。新型コロナウイルス感染症
等、社会情勢及び本市の情勢は大きく変化しており、職員に求められる資質も変化してきている。この
ような状況の中、職員数の適正化には、各種事務事業の推進に必要な職員数の把握が必要なことか
ら、市の情勢や定年延長などの制度改正に対応し、玉名市職員定員管理基本方針を必要に応じて見
直しを行っていく。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

市の情勢や定年延長などの制度改正を考慮し定員管理基本方針の改正を行う。適材適所の人事配置には、職員の適性の把
握が重要となるため、ジョブローテーションや身上報告制度等を活用し、適材適所の人事配置を図り、職員の意欲及び公務効
率の向上を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

玉名市職員定員管理基本方針に基づき、必要な職員数の確保を行った。新型コロナウイルス感染症等、社会情勢及び本市
の情勢は大きく変化しており、職員に求められる資質も変化してきている。このような変化に対応できる職員を確保するため、
これまでの能力重視の採用試験からSPI3を活用した採用試験に変更した。これにより、公務員試験対策をしていない民間企
業併願者や社会人経験者の受験が可能となり、受験者の増加につながった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

1

64.71% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 190.91% （↑） 100.00% （→）

11,670

対象１単位あたりのコスト（千円） 21 11 11 17

R04年度予算

対象（ 定員管理総数 763 713 695 685

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 16,192 8,038 7,357

170 152 147

職員採用事務
次年度の新規採用職員の募
集

新規採用職員数 人 13 15 16 8

人事異動事務 人事異動の実施 年度当初異動職員数 人 220

R02実績 R03実績 R04計画

定員管理事務
定員適正化計画の策定、計画
の実行

年度当初職員数
（任期付・再任用職員除く） 人 530 528 527 526

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績
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